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京大広報
のもとに，大会が運営された。
準備委員会は，あらかじめ上記の四者に対して
公開質問状を発し，その回答をまとめたプリント
集を配布していたので，大会は，まず，これらの
回答に対する補足説明から開始された。公開質問
状は， 「大学の本質とはなにか」， 「現在の京大
紛争，闘争をどのようにとらえているのか。また
どのように解決するのが望ましいと考－えるのか。
その具体策は何か」， 「政府の出している大学の
運営に関する臨時措置法（案〉をどのようにとら
えているのか。それに対してどうしづ態度をとる
のか。臨時立法に対する三者（大学当局，教養部
自治会，教養部闘争委員会〉共同の行動はとれな
いのか」という聞を四者に共通なものとし，さら
に，四者それぞれに固有の聞を数問ずつ含むとい
う構成をとっている。
これらの聞を中心として，代表者とフロアーと
の聞に鋭い質疑応答がかわされ，会場を埋めつく
した千数百名の参会者は，長時間にわたる論議に
もかかわらず，最後まで，ほとんど席を立とうと
しなかった。大会は，結局さしたる混乱もなく，
午後8時すぎ， ‘本日の議論の中に出てきた問題
を，新入生それぞれが自分の胸のうちに持ちかえ
り，改めて自分自身の問題として聞い直して欲し
い。とし、う司会者の言葉を最後に無事終了した。
この大会をふりかえると，大会の全過程を通じ
て白熱した議論が闘わされた割には論点が十分噛
み合わないところがあり，改めて問題の深さを痛
感させられることが多かった。しかしながら，紛
争の開始以来，一度も公開の場所で顔を合わせた
ことのなかった者同志が，少なくとも同じ土俵の
上にあがって，堂々と自己の信念、を主張しあった
ということは，大会運営についての確認事項が参
会者の協力によって守られ，心配された混乱もな
く盛会裡に大会が終了したこととあわせて，対話
の道による問題解決に一つの希望を与えたものと
して，意義深いものがある。
「大学の運営に関する臨時措置法案」
反対デモ
6月6日胸部研教官会議で 「大学の運営に関す
る臨時措置法案」に反対声明を出したが，これを
一般市民にアピールするため， 6月13日午後5時
から街頭デモが行なわれた。このデモは胸部研教
官会議が主催し，これに胸部研無給医会，京大病
院無給医会，胸部研技術員会，京大職組胸部研支
部，大学立法反対ウイルス研実行委員会が加わり，
約150名が参加した。 （胸部研〉
基礎研全員の大学臨時措置法案に
対する声明
基礎研では，教職員のほか研究員（共同研究の
ために滞在中の者〉まで含めた全員集会をおこな
っている。これまでにおこなわれた3回の集会の
中で，所長以下全員（45名〉の署名をつけた下記
の声明を発表した。
声明
私たち京都大学基礎物理学研究所の教職員・
研究員全員は，現在国会に上程され，その成立
がはかられている「大学の運営に関する臨時措
置法」案に対して反対し、た，します。
今日，大学に生じている種々の問題を解決す
るため，各大学は深刻な障害に直面して苦悩し
ながら，新たな大学像をうち立てるべく自主的
かつ真剣な努力を傾けつつあります。しかるに，
政府は，多年にわたる貧困な文教政策の磁綻が
今日の苦難な状況を作り出した根源の一つで‘あ
ることに限をおおい，今回，さらに「紛争収拾」
の口実のもとに臨時立法措置を強行しようとし
ています。
私たちの結論し得たところによれば，かかる
立法措置は，大学における自主的努力をさまた
げ，当面する大学問題の解決に新たな困難を加
えるのみならず，大学における学問研究と教育
の本質を政治権力の介入を通してゆがめる結果
を生み，大学存立の基礎そのものを危くするも
のに他なりません。それのみでプょく，この立法
は憲法によって当然に保障されている学問・思
想の自由をすべての研究者の手からうばう途を
ひらき，ひいては国民の民主的諸権利の侵害に
みちびく危険性をもっといわざるを得ません。
さらに，この法案が大学構成員の身分と生活権
まで脅かす内容をもっていることも無視だきま
せん。
私たちは，「大学の運営に関する臨時措置法」
案のもつこれらの問題点を確認し，同法案の成
立阻止のために力を尽す決意を表明いたしま
す。
1969年6月6日
京都大学基礎物理学研究所全員
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